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研究要旨 

本研究班では、東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市、陸前高田

市の協力を得て健康調査を実施している。本研究班の目的は、平成 23 年度に研究に同意した被災

地住民約 1万人に健康調査を実施することにより、健康状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、

①被災者に適切な支援を継続的に実施しようとすること、②追跡研究を実施することにより、震

災の健康影響を縦断的に評価できる体制を構築することである。 

令和元年度は、平成 23 年度から令和元年度に実施した被災者健康調査のデータを用いて、9年

間の健康状態の推移やその関連要因の検討を行った。その結果、被災者健康診査受診者において

は全体的に心身の健康状態は改善傾向が認められた。しかしながら、仮設住宅および災害公営住

宅居住者では、依然として健康状態や生活習慣、社会的支援に問題を抱える住民の割合が多いこ

となど、問題が残っていることが明らかになった。また近年の傾向として、災害公営住宅の居住

者においてより多くの問題がみられるようになっており、引き続き縦断的な分析、および重点的

なケアが必要であると考えられた。災害公営住宅居住者の訪問調査では、住み慣れた地域ではな

い土地で生活していること、転居ごとにつながりが断たれてきたこと、高齢者にとって新たな関

係性の構築は困難と考えていること、現在の住居を終の棲家として考えていることなどの声があ

り、今後の支援活動の重要性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 

東日本大震災の発災から 8 年以上が経過し

たが、被災者健診受診者のうち、特に仮設住

宅、あるいは災害公営住宅で生活している住

民においては、精神的な不調や生活習慣の問

題、社会的支援の不足といった問題を持つ者

も多い。岩手県の被災地域は医療過疎地で、

以前から脳卒中死亡率や自殺死亡率が高い地

域である。被災地の住民は、震災により、肉

親・友人の喪失、住居の破壊、失業といった

様々な変化を経験し、また将来に対する不安

を継続して抱えており、こうしたストレスに

より脳卒中や自殺死亡がさらに増加する可能

性が高い状態にある。 

本研究班では、このような課題を抱える被

災地域の住民のうち、平成 23 年に研究参加へ

の同意が得られた約 1 万人の住民を対象に継

続的に健康調査を実施することにより、健康

状態の改善度・悪化度を客観的に評価し、自

治体や保健医療機関と連携しながら被災者へ

の支援を実施している。 

被災による健康影響としては脳卒中、心疾

患等の循環器疾患の発症やそれによる死亡、

うつや心的外傷後ストレス障害（PTSD）とい

ったメンタルヘルスの問題などさまざまなも

のが考えられる。 

脳卒中や心疾患といった循環器疾患の発症

については、我が国においては被災地域にお

ける大規模な罹患データによる調査は十分に

行われておらず、発災直後の急性期における

発症状況やその後の中長期的な影響は十分に

明らかになっていない。 

被災地域においては災害公営住宅への集約

化が進む一方で、近年の調査では仮設住宅だ

けではなく、災害公営住宅居住者においても

健康問題が多くみられる傾向がある。災害公

営住宅居住者の抱える課題について明らかに

するとともに、支援方法についての検討が必

要であると考えられる。 

以上を踏まえ、令和元年度は大きく分けて

以下の 3 点について研究を行った。 

 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成23年度から令和元年度に実施した被災

者健康調査のデータを用いて、9 年間の健康状

態の推移や、現在の居住形態別の分析を行っ

た。健康状態は健康診査による血液検査や呼

吸機能検査の所見、歯科健診による口腔衛生、

質問紙調査によるメンタルヘルスの状態、頭

痛、生活習慣、高齢者の生活機能といった多

岐にわたる観点から把握し、検討した。 

また令和元年度は、平成 23 年度に血清の保

存に同意した対象者の血清サンプルを用いた

microRNA の測定について、大槌地区の対象者

のデータを用いて、血管機能と関連が示唆さ

れている miRNA 値と CKD との関連について

検討した。また、2011 年と 2014 年に被災時 9

～14 歳の小児本人あるいは保護者を対象に実

施された小児調査アンケートの回答データを

用いて、被災後の小児における心理的苦痛の

保有割合とその関連要因について検討した。 

 

２．岩手県の脳卒中罹患および脳卒中死亡の

推移と岩手県内の地域差について 

岩手県は日本の中で最も脳卒中死亡率の高

い県のひとつであり、その死亡率は徐々に減

少しているが、脳卒中罹患率の推移と脳卒中

罹患の岩手県内の地域差については明らかで

ない。本研究では岩手県における脳卒中罹患

率の推移と、脳卒中罹患の地域差を明らかに

する事を目的とした。 

 

３．復興住宅入居者の抱える課題の把握と支

援方法の検討 

近年の調査では仮設住宅だけではなく、災

害公営住宅居住者においても健康問題が多く

みられる傾向がある。大槌町災害公営住宅居

住者を対象者とした訪問調査を実施し、健康

状態悪化の分析と支援方法についての検討を
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行う。 

 

Ｂ．研究方法 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

本研究班は、東日本大震災で甚大な被害を

受けた岩手県山田町、大槌町、釜石市平田地

区、陸前高田市を対象に健康調査を実施した。 

ベースライン調査は、平成 23 年度に行われ

た。対象地域の 18 歳以上の全住民に健診の案

内を郵送し、健診会場にて研究参加の同意を

得た。平成 23 年度に実施したベースライン調

査には 10,475 人が参加した。平成 24 年度の

受診者数は 7,687人、平成 25年度は 7,141人、

平成 26 年度は 6,836 人、平成 27 年度は 6,507

人、平成 28 年度は 6,157 人、平成 29 年度は

5,893 人、平成 30 年度は 5,638 人、令和元年

は 5,420 人であった。 

健康診査の項目は、身長・体重・腹囲・握

力、血圧、眼底・心電図（40 歳以上のみ）、

血液検査、尿検査、呼吸機能検査である。ま

た、大槌町では歯科健診および口腔衛生に関

する質問紙調査も実施している。 

問診調査の項目は、被災者の生活や健康状

態、心情を考慮し、時期に応じて項目の修正

を図ってきた。平成 23 年度の項目は震災前後

の住所、健康状態、治療状況と震災の治療へ

の影響、震災後の罹患状況、8 項目の頻度調

査による食事調査、喫煙・飲酒の震災前後の

変化、仕事の状況、睡眠の状況（アテネ不眠

尺度）、ソーシャルネットワーク、ソーシャ

ルサポート、現在の活動状況、現在の健康状

態、心の元気さ（K6）、震災の記憶（PTSD）、

発災後の住居の移動回数、暮らし向き（経済

的な状況）である。平成 24 年度には頭痛の問

診を追加した他、平成 25 年度は、震災による

死別や家屋被害、現在の居住環境についても

質問項目を追加した。平成 28 年度は教育（学

校に通った年数）、日中の眠気（エプワース

眠気尺度）の項目を追加した。65 歳以上の受

診者には平成 23 年度から活動状況等に関す

る追加調査を行っている。 

本年度の研究においては、平成 23 年度から

令和元年度までに 9 回実施した被災者健診す

べてを受診した者を対象に、9 年間の健康状

態、生活習慣、社会的支援の推移を分析した。

また、令和元年度の受診者を対象として、現

在の居住形態と健康状態、生活習慣、社会的

支援の関連性を検討した。 

頭痛に関する研究としては、頭痛合併頻度

と頭痛との関連因子の変化を震災前、2012 年

から 2017 年までの間で検討した。頭痛を持つ

群と持たない群の間で年齢、性別、精神的因

子(ストレス、睡眠障害、K6)、身体因子(メタ

ボリック症候群)、生活習慣(喫煙、飲酒習慣、

運動習慣)、住居因子、震災関連 PTSD 因子、

ソーシャルネットワーク因子を比較した。 

血圧変動に関する分析として、発災前年の

2010 年から発災後 5 年目にあたる 2015 年ま

で、6 年連続して健康診断に参加して収縮期

血圧、拡張期血圧を測定した者を対象とした

解析を実施した。対象者を被災直後の住居移

動の有無で 2 群に分けて検討した。また、対

象者のうち調査したいずれの時点でも降圧薬

を服用していなかった者を降圧薬非服用群と

して同様の解析を実施した。 

被災者における血液検査値の異常について

の分析として、健康調査の血液検査結果と

BMI、飲酒、握力、運動量、身体活動度との

関連を検討した。2018 年 9-12 月に行われた検

診の結果について、2011 - 2017 各年の同時期

に行われた結果と比較して解析した。また、

一部の症例では震災前年の 2010 年の健診デ

ータと比較した。 

食事摂取については、被災者における高血

圧予防のための食生活を明らかにすることは、

循環器疾患発症の予防にもつながることが期

待できるため、ベースラインデータを用いて

被災約半年後の高血圧者の割合と食生活の関

連を横断的に検討した。血圧は 2 回の計測値
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の平均値を用い、高血圧は、収縮期/拡張期血

圧 140/90 mm Hg 以上または高血圧治療中の

者とした。食事は、主食を除いた 7 つの食品

群、肉類、魚介類(魚・貝など)、卵類、大豆

製品(豆腐、納豆など)、野菜類、果物類、乳

製品（牛乳、ヨーグルト、チーズなど）につ

いて、自記式質問票を用いて尋ねた。 

大槌町における口腔保健関連調査では、歯

科医師の評価した口腔内状況と、口腔関連

QOL の評価尺度である GOHAI 得点の推移を

検討した。また歯周病評価方法については、

2013 年の WHO 口腔診査法第 5 版から 

Community Periodontal Index（CPI）の方法が

改訂されており、2016 年度の調査から従来の 

CPI（従来法）による歯周組織の評価と、改訂

法による評価を行い、両者の結果を比較する

ことで、評価方法の改訂により有所見者やス

クリーニングに用いた場合の受診勧奨者の割

合にどの程度影響するかを検討した。 

呼吸機能については、被災地住民に対する

肺機能検査の結果に基づき、初回調査時の

2011 年度から 8 回目にあたる 2018 年度にお

いて、被災地で見られる肺機能障害とその変

化について検討した。 

miRNA の解析については、本年度は、震災

の被災者において慢性腎臓病（CKD）の発症

率が高いことが報告されているが、分子メカ

ニズムは不明であったことから、健診受診者

を対象として、血管機能と関連が示唆されて

いる miRNA 値と CKD との関連について検討

することを目的とした。大槌地区の対象者の

うち、質問票に欠測値がある者、がん、心筋

梗塞、脳卒中、腎臓病の既往歴および人工透

析の治療歴がある者を除いた対象者を解析対

象とした。血清クレアチニン値、性別、年齢

から算出する推定糸球体濾過量（eGFR）が

60ml/min/1.73m2 以上を CKD とした。対象者

を血清 miRNA 値により 3 等分し、性、年齢、

血糖値、収縮期血圧、BMI、喫煙習慣、飲酒

習慣、精神的ストレス、転居経験および避難

所での生活経験を調整項目に加えたロジステ

ィック回帰分析により CKD のオッズ比を算

出した。 

小児調査データの解析については、2011 年

と 2014 年に保護者あるいは本人を対象に実

施されたアンケートデータが両方ともある被

災時 9～14歳の小児 462名を解析対象とした。

2014 年時点の K6≧5 を心理的苦痛ありとし、

性別、被災時年齢別に心理的苦痛の保有割合

を示した。心理的苦痛と 2011 年時点の心と行

動の変化に関する 12 項目との関連について、

ロジスティック回帰分析を用いて性・年齢を

調整した上で検討した。 

 

２．岩手県の脳卒中罹患および脳卒中死亡の

推移と岩手県内の地域差について 

岩手県の脳卒中発症登録データを用いて、

最近 10 年間の脳卒中罹患率の推移を明らか

にし、これを基に将来の脳卒中罹患数の予測

を行った。岩手県在住者で 2008 年 1 月 1 日か

ら 2017 年 12 月 31 日の 10 年間に脳卒中に罹

患した者を対象とした。脳卒中罹患情報は悉

皆調査を行った岩手県地域脳卒中登録データ

を用いた。1985 年日本モデル人口を用いて

2008 年から 2017 年までの年齢調整罹患率を

算出した。2008-2012 年（中央年 2010 年）の

前期と 2013-2017 年（中央年 2015 年）の後期

に分け、それぞれの年齢階級別罹患率を算出

して比較した。さらに前期から後期までの年

齢階級別罹患率の推移が今後も同様に継続す

ると仮定し、岩手県の将来推計人口を用いて

2020-2040 年の脳卒中罹患数を予測した。 

 

３．復興住宅入居者の抱える課題の把握と支

援方法の検討 

2018 年度の被災者健診受診者を対象とし

て、居住形態と健診所見、生活習慣、心理社

会的問題の関連について解析した。また、2018

年度の大槌町健診の受診者のうち、災害公営

住宅に居住しており、高血圧、脂質異常症の
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所見、精神的健康度、睡眠の問題、運動不足、

社会的支援の不足のいずれか 1 つ以上の項目

にチェックのあった住民に協力を依頼して、

2019 年 12 月 25－28 日にかけて面接調査を実

施した。質問項目は、入居年及び入居までの

転居回数、2018 年度健診結果後の治療状況、

住環境、家族構成も含めた生活状況などであ

る。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を含むデー

タを扱う。データの使用にあたっては、被災

者本人に対して、研究の目的・方法等の趣旨、

及び個人情報が公表されることがないことを

明記した文書を提示し、口頭で説明した上で

インフォームドコンセントを得た。同意者に

は同意の撤回書を配布し、同意の撤回はいつ

でも可能であり、撤回しても不利益を受けな

い旨を伝えた。 

本調査によって得られた個人情報は、岩手

医科大学衛生学公衆衛生学講座の常時電子施

錠しているデータ管理室と被災者健診のため

に新たに設置した情報管理室に厳重に管理し

ている。データ管理室と情報管理室は許可さ

れた者以外の出入りが禁止されている。出入

りは ID カードによって施錠管理されている。

電子化された情報は情報管理室のネットワー

クに接続されていないパソコンで管理されて

いる。解析には個人情報を削除したデータセ

ットを用いる。 

本研究の実施にあたっては、対象者の負担

の軽減及び結果の効率的な活用の観点から、

必要に応じ、他の「東日本大震災における被

災者の健康状態等及び大規模災害時の健康支

援に関する研究」とのデータや結果の共有等

の連携を行う。また、本研究は厚生労働省・

文部科学省の「疫学研究の倫理指針」および

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」に従って実施している。なお本研究は、

岩手医科大学の倫理委員会の承認を得ている。 

Ｃ．研究結果 

１．東日本大震災被災者健康調査の実施と調

査データの総合的解析 

平成 23 年度の健診受診者数は 10,475 人、

平成 24 年度は 7,687 人、平成 25 年度は 7,141

人、平成 26 年度は 6,836 人、平成 27 年度は

6,507 人、平成 28 年度は 6,157 人、平成 29 年

度は 5,893 人、平成 30 年度は 5,638 人、令和

元年度は 5,420 人であった。 

平成 23年度から令和元年度までに 9回実施

した被災者健診すべてを受診した者 3,613 人

を対象に、9 年間の健康状態、生活習慣、社

会的支援の推移を分析したところ、心の健康、

睡眠の問題、主観的健康状態、飲酒、喫煙、

社会的支援の不足といった指標において、初

年度以降、問題を有するものの割合は減少、

あるいは横ばいの推移となっていた。しかし

ながら、高血圧、糖尿病の有所見者は徐々に

増加している傾向がみられた。また、居住形

態と健康状態、生活習慣、社会的支援の関連

性の検討においては、プレハブ・みなし仮設

住宅、および災害公営住宅の居住者で、男性

では脂質異常症有所見者、喫煙者、運動量が

少ない者、社会的支援が不足している者の割

合が多い傾向が認められた。女性ではプレハ

ブ・みなし仮設住宅、および災害公営住宅の

居住者で、睡眠に問題がある者、高血圧の有

所見者、喫煙者、運動量が少ない者、社会的

支援が不足している者が多い傾向が認められ

た。また近年の傾向として、災害公営住宅の

居住者においてより多くの問題がみられるよ

うになっていた。 

頭痛有病率は 2012 年に震災前に比べ高く

なり、その後 2018 年まで有意に減少してきた。

調査期間を通して頭痛を持つ群は若年で、女

性に多く、精神的因子、震災関連 PTSD 因子

を持つ頻度が高く、身体因子、飲酒習慣を持

つ頻度は低かった。住居因子は 2016 年から

2017 年にかけて影響が消失していて、住居環

境の影響が次第に消失してきていることが考
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えられた。 

全対象者の多変量調整した推定収縮期血圧

値は住居移動有群、住居移動無群とも経時的

に低下した。住居移動有群は無群と比較し、

震災前には有意差がなかったが、震災後は 5

年目まで連続して有意に低かった。推定拡張

期血圧値は住居移動有群、住居移動無群とも

震災前と震災 5 年目で有意差がなく、2 群間

比較でどの年度でも有意差を認めない。降圧

薬非服用群の多変量調整した推定収縮期血圧

値は住居移動有群、住居移動無群とも震災前

と震災 5 年目で有意差はなかった。しかし、

住居移動有群は無群に比較し、震災 2 年目と

3 年目が有意に低かった。推定拡張期血圧値

は住居移動有群、住居移動無群とも震災前に

比較し、震災 5 年目で上昇している。2 群間

比較でどの年度でも有意差を認めなかった。 

血液検査異常の割合は、肝障害 (19.3%)、

脂質異常 (44.6%)が高く、その頻度は過去 7

年間を通じてほぼ変化がなかった。いずれの

異常も肥満、飲酒との間に強い関連が認めら

れ、生活習慣との関連が示唆された。一方で、 

2018 年には HbA1c 高値例の減少が認められ

た。減少例は BMI 軽度高値例に多く、また、

BMI の減少、身体活動ありと関連していた。 

食事摂取と高血圧の関連については、男女

ともに乳製品の摂取頻度と高血圧有病のオッ

ズ比は有意に負の関連を示した(傾向性の p

値: 男性 0.014、女性 0.046)。また女性のみで

卵の摂取頻度(傾向性の p 値:0.010)、男性のみ

で果物の摂取頻度(傾向性の p 値:0.003)と高血

圧有病のオッズ比は有意に負の関連を示した。 

口腔衛生状態については、2011 年から 2018

年までの被災地域住民の口腔内状況と

GOHAI 得点の推移を検討した結果、2011 年

には全国値に比べて有意に低値だったが、震

災後 3 年間上昇し、2014 年には 53.2 と全国値

なみに改善し、その後はほぼ横ばいであった。

また歯周病評価方法の検討については、CPI

従来法は改訂法と比較して歯肉出血に関する

情報が記録されないことが示された。 

肺機能障害については、2011-2018 年度の調

査による、予測肺活量(%)、一秒率(%)、予測

一秒量(%)の比較を、初回から現在まで追跡可

能であった対象者について行うと、予測肺活

量(%)、一秒率(%)、予測一秒量(%)全てにおい

て年代毎に有意な変化を認めた。一秒率(%)

は一貫して減少傾向を認めているが、予測肺

活量(%)および予測一秒量(%)では 2015 年度

まで増加傾向を示し、2016 年度以降はやや減

少傾向に転じ、2018 年度もその傾向を維持し

た。 

血清 miRNA と CKD との関連については、

血清 miR-126、miR-197 および miR-223 とも

に高値群では低値群に比べ、CKD のオッズ比

が有意に低かった。交絡因子で調整したモデ

ルでも、同様の結果を示しており、いずれの

miRNA も CKD と関連することが示唆された。 

小児調査の分析では、心理的苦痛の保有割

合は男児より女児で有意に高く、被災時年齢

12 歳以上で高い傾向が見られた。2011 年時点

の心と行動の変化のうち「必要以上におびえ

る」、「落ち着きがない」、「わけもなく不

安そうになる」、「勉強に集中できない」、

「やる気がおこらない」、「学校に行くのを

嫌がる」、「兄弟やペットをいじめる」、「口

数が少なくなった」、「友達と喧嘩が多くな

った」が心理的苦痛と有意に関連した。 

 

２．岩手県の脳卒中罹患および脳卒中死亡の

推移と岩手県内の地域差について 

岩手県における脳卒中罹患率について、年

齢調整罹患率は 2008 年から 2017 年にかけて

人口 10 万人あたり男性で 212 から 177、女性

で 123 から 97 に減少していた。年齢階級別罹

患率は前期から後期にかけて、男女とも 55

歳以上は減少していたが、55 歳未満はほとん

ど変化を認めなかった。2040 年の予測脳卒中

罹患数は、2015 年と比べて男女とも罹患総数

は約 2/3 に減少とする予測され、85 歳未満で
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は減少するが、85 歳以上は増加すると予測さ

れた。 

 

３．復興住宅入居者の抱える課題の把握と支

援方法の検討 

2018 年度被災者健診受診者において、災害

公営住宅の居住者を震災前と同じ住居に居住

している者と比較した結果、男性においては、

精神的健康度の問題、運動量の不足、社会的

支援の不足がある者の割合が、女性において

は、不眠症の疑い、運動量の不足、社会的支

援の不足が多かった。面接調査は、 協力を依

頼した 44 人中、死亡 1 人、長期不在 2 人、拒

否 2人を除いた 39人を対象者として実施した。

調査した 39 人はすべて、現在の災害公営住宅

を「終の住処」と考え転居予定はないと回答

している。また、災害公営住宅にはマンショ

ンタイプ（5 階建）、長屋タイプ、戸建タイ

プがあるが、最も多くの入居者がいるマンシ

ョンタイプには 18 人（46.2％）おり、運動不

足と社会的支援が不足していた。 

 

Ｄ．考察 

本年度は、平成 23 年度から令和元年度にか

けて収集してきた健診および質問紙調査のデ

ータを用いて、被災地住民に生じている健康

課題を様々な点から明らかにした。 

9 年間の健康状態、生活習慣、社会的支援

の推移を分析したところ、心の健康、睡眠の

問題、主観的健康状態、飲酒、喫煙、社会的

支援の不足といった多くの指標で問題を有す

るものの割合は減少、あるいは横ばいの推移

となっており、全体としては被災者の生活は

落ち着きを取り戻しつつあることがうかがえ

た。一方で高血圧、糖尿病の有所見者は徐々

に増加している傾向がみられた。こうした傾

向は対象者が高齢化しつつあることも要因の

一つであると考えられるが、このような有所

見者に対して必要な支援を行っていく必要が

あると考えられる。 

居住形態と健康状態、生活習慣、社会的支

援の関連性を検討した結果、プレハブ・みな

し仮設住宅、および災害公営住宅の居住者で、

男性では脂質異常症有所見者、喫煙者、運動

量が少ない者、社会的支援が不足している者

の割合が多い傾向が認められた。女性では睡

眠に問題がある者、高血圧の有所見者、喫煙

者、運動量が少ない者、社会的支援が不足し

ている者が多い傾向が認められた。このよう

にプレハブ・みなし仮設住宅、および災害公

営住宅居住者においては、震災前と同じ住居

に居住している者とくらべて健康状態、生活

習慣、社会的支援の問題が男女ともに多くみ

られた。また近年の傾向として、災害公営住

宅の居住者においてより多くの問題がみられ

るようになっていた。近年、対象地域では仮

設住宅から災害公営住宅、あるいはその他の

住居への移行が進んでいるが、移行によりそ

れまでの地域における関係、支援が失われる

ことが、住民の健康状態に影響していること

が考えられる。引き続き縦断的な分析、およ

び重点的なケアが必要であると考えられた。 

頭痛については、震災前に比較して震災 1

年後の 2012 年には頭痛を持つ率が増加して

おり、その後は低下傾向を示した。この変化

は震災後の対象者自身の内部要因または周囲

環境要因における変化に影響されていると考

えられる。2012 年以降の頭痛を持つ率の減少

は精神的因子の減少、喫煙と運動習慣の減少、

PTSD の減少や友人の有無の増加と関連があ

るかもしれない。しかし喫煙と飲酒を除くこ

れらの因子は震災前のデータがなく、震災前

から 2012 年の頭痛頻度変化に対する影響は

不明である。喫煙は震災前と比較して 2012

年以降持続的に減少しており、飲酒は震災前

と 2012 年とでほぼ変化を認めない。つまり

2012 年に増加している頭痛頻度に並行して

変化しているわけではない。このため喫煙と

飲酒が直接頭痛頻度に関わっていたとは考え

にくい。精神的因子、身体因子、生活習慣因
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子のうちの飲酒習慣、震災関連 PTSD 因子に

ついては調査期間を通じて頭痛あり群と頭痛

なし群との差は一定の傾向を示し、継時的変

化を認めなかった。これらの因子は年齢、性

別と共に普遍的な頭痛の関連因子と考えられ

る。住居因子は 2016 年から 217 年にかけて影

響が消失していて、住居環境の影響が次第に

消失してきていることが考えられる。ソーシ

ャルネットワーク因子は震災後 2 年を経てか

ら社会との関わりを持たないことが頭痛のリ

スクとなることを示唆している。 

血圧に関する分析では、全対象者の多変量

調整した平均推定収縮期血圧値は震災後 5 年

にわたって低下していた。さらに、震災被害

が大きかった住居移動有群は住居移動無群に

比較して収縮期血圧の変化のパターンが異な

るとは言えないが、移動有群の方が収縮期血

圧値の低下の程度が大きい傾向があった。本

研究の対象地域では、震災後に地域全体とし

て血圧管理が改善したと考えられる。本研究

の対象地域である岩手県の津波被災地は、震

災前から医療過疎が重大な問題となっていた

地域であり、必要な医療が十分に行われてい

なかった可能性が考えられる。しかし、震災

後国内外から被災地に対して様々な人的金銭

的な支援が行われた。これらの支援により被

災地の医療環境が被災後改善し、降圧療法が

必要な被災者に対して被災後適切に降圧療法

が行われるようになったため、収縮期血圧値

が低下したと考えられる。さらに、被災地で

は支援をもとに健康保持増進活動を活性化さ

せた。これらの活動を通して高リスクな被災

者に生活環境改善の介入が行われたことで、

被害の大きかった住居移動有群のほうが被害

の小さかった住居移動無群より収縮期血圧値

の低下が大きかったと考えられた。本研究の

結果から、被災地に対して健康保持増進活動

による介入を中長期に続けることにより、被

災者の中長期の心血管イベントを抑制できる

可能性が示唆されると考えられる。 

被災地での血液検査異常は、被災から時間

を経るにつれて少しずつ変化している。発災

直後の 2011 年は飲酒と関連した肝障害が認

められ、その背景に被災に伴う生活苦や精神

障害が伺われた。翌年の 2012 年から一貫して

認められている肝障害、脂質異常症、耐糖能

異常は、発災前と頻度に大きな差はなく、飲

酒、肥満と強い関連があり、暮らし向きや転

居回数、心の元気さなどの指標との直接的な

関連も見られなかったことから、被災という

よりも生活習慣に起因する全国の一般的な傾

向と同様の異常と考えられた。このような中

にあって 2013 年からは、アルブミン低値と男

性に特に強い低色素性の貧血の傾向が認めら

れた。他の要因との関連から、背景として、

低栄養、腎障害、筋力低下が示唆された。さ

らに、2017 年はアルブミン低値の頻度が増加

し、貧血と並んで、低栄養の新たな表現型と

考えられた。いずれも握力に示される筋力低

下と比較的強い関連が認められ、サルコペニ

アの存在が示唆されていた。今回、2018 年に

認められた HbA1c 高値例の減少は、BMI 軽度

高値例に多く、また、BMI の減少、身体活動

ありと関連していたことから、一見、運動量

増加による肥満解消による好ましい現象のよ

うに思われた。一方で、HbA1c の減少は年齢、

握力低下とも関連し、白血球高値、アルブミ

ン低値、HDL 低値、尿素窒素高値とも関連し

ていた。このことは、HbA1c の低下が加齢に

伴う栄養状態の悪化、サルコペニアに起因し

ていることも否定できない結果である。昨年

までの研究結果でも、近年はサルコペニアあ

るいは低栄養と関連した血液検査値の異常が

散見されることが報告されており、今後さら

に要因を検討する必要があると考えられる。 

食習慣と高血圧有病の関連について検討し

たところ、男女ともに乳製品の摂取頻度が高

いほど、また女性では卵摂取頻度が、男性で

は果物類摂取頻度が高いほど高血圧有病のオ

ッズ比が低かった。本研究の対象地域は、岩
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手県内でも津波被害の大きかった地域であり、

被災数年後の高血圧・循環器疾患発症リスク

が高い地域である。また、東北地方は従来よ

り昇圧に寄与する塩分摂取量の多い地域でも

ある。このような高血圧のハイリスク地域に

おいても、本研究でカリウムを多く含む果物

や乳製品の摂取頻度が高いと高血圧有病のリ

スクが低いことが示唆された。 

口腔健康状態と口腔関連 QOL の年次推移

について、口腔関連 QOL は年齢とともに低下

する傾向にあるが、本調査では 2014 年まで、

年齢の増加に反して QOL は上昇していた。ま

た、一人平均未処置歯数の 2014 年までの減少

は、口腔関連 QOL の上昇に大きく寄与してい

るものと考えられた。2014 年までの QOL の

上昇に反して、現在歯数が減少していたのは、

治療により保存困難な歯が抜去された結果に

よるものと考えられた。歯周ポケット保有者

率の減少は、2012 年には観察されず、歯周治

療の効果が齲蝕や抜歯などに比べ遅れて現れ

たためではないかと考えられた。また歯周病

評価方法の検討について、従来法では、歯周

ポケットや歯石が同時に存在しない歯肉出血

だけの者の割合は異なる観察集団において、

ある程度一定の割合で観察されることが示さ

れた。これに対し、改訂法のスコアを用いた

場合、2016 年調査では CPI 代表歯保有者の

55.4 %に歯肉出血が記録された。この差違は、

従来法 CPI コード 2-4 の者 640 名中 386 名

（60.3 %）に歯肉出血が記録されたことによ

る。さらに歯周ポケットを有するものが多い

場合や口腔清掃不良が著名な場合はこの差違

がさらに大きくなることが示された。 

肺機能障害については、スパイロメーター

による肺機能検査を施行し、一貫して減少し

続ける 1 秒率と、2015 年度をピークに減少を

続ける予測肺活量（％）及び予測 1 秒量（％）

という傾向が認められた。震災前後で変化し

た喫煙状況との関連を念頭に解析を繰り返し

てきたが、今回の解析でも十分に見いだせて

いない。傾向スコアマッチングを基礎とした

解析は観察研究データの測定因子によるバイ

アスを調整し、仮想的な無作為コントロール

試験を行うことで、その結果が将来的な無作

為コントロール試験の必要性を示してくれる

ものである。 

microRNA については、今回 CKD と有意な

関連を認めた miR（miR-126、miR-197、miR-223）

はすべて血管機能と関連することが先行研究

によって知られている。本研究の成果として、

血管機能の変化を示す miRNA を測定するこ

とにより被災地における腎機能低下を早期に

発見しうることを示唆している。今後は、腎

機能だけでなく他の生活習慣や疾患発症およ

び死亡状況との関連についても解析をすすめ

ていく予定である。 

小児調査について、被災後間もなくの変化

として心的外傷後ストレス障害（PTSD）様症

状や集中力の低下、友人関係がうまくいかな

い等の問題が見られた例では、被災 3 年後に

心理的苦痛ありの割合が高くなることが示唆

された。ただし、被災状況と心理的苦痛との

間に有意な関連は見られず、被害の大きさよ

りも環境の変化による影響が大きい可能性が

ある。年齢群で層化してみると被災時 12－14

歳の高年齢群では PTSD 様症状を呈したもの

に 3 年後も心理的苦痛ありの割合が高くなっ

ており、年齢が高ければ、より災害の重大さ

を理解でき心理的負荷が大きいものと考えら

れた。男女別にみると、男性において PTSD

様症状や集中力の低下がみられるものは 3 年

後も心理的苦痛ありの割合が高くなっていた。

女性に比べ男性は強い負荷をうけ、症状を呈

すると長く引きずる傾向があると考えられた。

いずれの群でも有意な関連が見られた項目は

「学校に行くのを嫌がる」、「兄弟やペット

をいじめたり、友達とうまく遊べない」であ

り、友人関係がうまくいかず、周囲に溶け込

めない児は心理的苦痛ありとなるリスクが高

くなることが示唆された。 
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脳血管疾患の罹患率とその推移について、

岩手県では東日本大震災の 2011 年の脳血管

疾患による死亡率の増加と、津波被害を受け

た岩手県沿岸部での脳血管疾患の罹患率の一

時的な増加が報告されている。本研究では岩

手県全域での震災による脳血管疾患罹患率の

影響は明らかではなかった。この理由として

岩手県沿岸部の人口は岩手県全体のわずか

20％であるためと考えられた。しかし震災年

に脳血管疾患による死亡率が増加したにもか

かわらず、罹患率に変化がなかった理由は不

明である。これらを明らかにするには沿岸部

に焦点を絞った解析や、内陸部と沿岸部を比

較する解析が必要である。本研究で後期の 55

歳以上の年齢階級別罹患率は前期と比べて有

意に低い。この 55 歳から 84 歳までの大きな

罹患率の減少は、日本全体と同様に岩手県民

でも塩分摂取量の減少、血圧の低下が報告さ

れており、降圧剤や経口抗凝固薬の改良も罹

患率減少に関与している可能性がある。さら

に 2014 年に厚生労働省より岩手県民の脳血

管疾患による死亡率が男女とも日本の中で最

も高いと報告されたことにより、岩手県の脳

血管疾患予防活動が促進された影響もある可

能性が考えられた。しかし、最近 10 年間で

55 歳未満の脳血管疾患の罹患率は全く減少

しておらず、今後も岩手県民の罹患率が高い

ままである事が予測される。また将来、岩手

県の若年者の脳血管疾患の罹患率が減少しな

いことが予想されたことから、若年者に対す

る脳卒中予防の教育や指導が必要である。ま

た、岩手県の脳血管疾患罹患者数は減少する

が、85 歳以上の高齢者の罹患者数は増加が予

想され、増加する高齢者の脳血管疾患に対す

る介護と社会の対応が必要である。 

災害公営住宅居住者の調査では、発災から

9 年経過したが、被災者の住環境には多くの

問題が残されていることが認められた。特に、

高齢者にとっては①住み慣れた地域ではない、

②転居ごとにつながりが断たれた、③高齢者

にとっては新たな関係性の構築は困難と考え

ていた、④現在の災害公営住宅を「終の住処」

と考えていることなどが明らかとなった。 

 

Ｅ．結論 

本年度は、平成 23 年度から令和元年度にか

けて収集してきた被災者健診および質問紙調

査のデータを用いて、被災地住民の健康状態

の推移や関連要因、現在生じている健康課題

を様々な観点から明らかにした。 

被災者健診受診者においては、心の健康、

睡眠の問題、主観的健康状態、飲酒、喫煙、

社会的支援の不足といった多くの指標で、初

年度以降、問題を有するものの割合は減少、

あるいは横ばいの推移となっており、全体と

しては被災者の生活は落ち着きを取り戻しつ

つあることがうかがえた。しかしながら、高

血圧、糖尿病の有所見者は徐々に増加してい

る傾向がみられた。居住形態と健康状態、生

活習慣、社会的支援の関連性の検討において

は、仮設住宅、および災害公営住宅の居住者

で、震災前と同じ住居に居住している者とく

らべて健康状態、生活習慣、社会的支援の問

題が男女ともに多くみられ、また近年の傾向

として、災害公営住宅の居住者においてより

多くの問題がみられるようになっており、引

き続き縦断的な分析、および重点的なケアが

必要であると考えられた。 

頭痛の頻度は 2012 年から 2018 年にかけて

有意に減少してきた。調査期間を通して頭痛

を持つ群は若年で、女性に多く、精神的因子、

震災関連 PTSD 因子を持つ頻度が髙く、身体因

子、飲酒習慣を持つ頻度はが低かった。住居

因子は 2016 年から 2107 年にかけて影響が消

失していて、住居環境の影響が次第に消失し

てきていることが考えられる。ソーシャルネ

ットワーク因子は震災後 2年を経てから社会

との関わりを持たないことが頭痛のリスクと

なることを示唆している。 

東日本大震災の津波被災者の収縮期血圧値
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は震災後中長期で低下した。これは、血圧上

昇が想定される状況下にもかかわらず、震災

後に国内外から人的金銭的に多大な支援をい

ただいたことで適切な降圧療法を普及できた

ことのみならず、特に被害が大きかった被災

者を重点的に被災者に対する健康保持増進に

関わる活動を活性化できたことが、被災者の

血圧低下に影響した可能性が考えられる。 

検査値異常の分析からは、被災地域全体と

して、飲酒習慣、肥満傾向に伴う血液検査異

常が多い中で、BMI 低下に連動した、HbA1c

の改善がみられた。この現象が近年の低栄養、

サルコペニアの傾向に関連している可能性も

あり、被災者個々の状態に応じた慎重な判断

が求められると考えられた。 

食事と高血圧の関連については、被災半年

後の食生活において男女ともに乳製品の摂取

頻度が高いほど、また女性では卵摂取頻度が、

男性では果物類摂取頻度が高いほど高血圧有

病のオッズ比が低かった。対象地域は、岩手

県内でも津波被害の大きかった地域であり、

被災数年後の高血圧・循環器疾患発症リスク

が高い地域である。また、東北地方は従来よ

り昇圧に寄与する塩分摂取量の多い地域でも

ある。このような高血圧のハイリスク地域に

おいても、本研究でカリウムを多く含む果物

や乳製品の摂取頻度が高いと高血圧有病のリ

スクが低いことが示唆された。 

口腔健康状態と口腔関連 QOL の年次推移

について、被災地域住民の口腔関連 QOL は震

災から 2014 年まで上昇したが、その後、横ば

いに推移した。これには口腔内状況の改善と

それに係わる地域医療施設などの復興状況が

関与しているものと考えられた。また歯周病

評価方法の検討について、CPI 従来法は改訂

法と比較して歯肉出血に関する情報が記録さ

れないことが示された。歯肉出血の情報を活

かし、かつこれまで蓄積してきたデータとの

比較を可能にするため、今後の調査でも、従

来法と改訂法のいずれにも対応する記録方法

を採用すべきと考えられた。 

今回の肺機能の解析では、2011 年度から

2018 年度までの調査による予測肺活量(%)、

予測 1 秒量(%)の比較を行うと予測肺活量(%)、

予測 1 秒量(%)ともに 2015 年をピークに以後

は減少傾向が認められ、2018 年度もその傾向

を維持した。呼吸機能に大きな影響を与えた

と想定した喫煙習慣と呼吸機能の関連は、

2011 年と 2018 年の二点で男性に絞った解析

でも検出力が不足し有意な結果を得られなか

った。呼吸機能の変動を説明するその他の要

因は特定できていない。 

小児調査の結果から、東日本大震災被災 3

年後の心理的苦痛の保有割合とその関連要因

について検討した。小児における心理的苦痛

の保有割合は女児および被災時 12－14 歳で

有意に高かった。被災後まもなくの心と行動

の変化として「必要以上におびえる、小さな

物音にもびっくりするようになった」、「そ

わそわして落ち着きがない。集中力がなくな

った」、「わけもなく不安そうになったり、

悲しそうな表情になる」、「勉強に集中でき

ない様子である」、「やる気が起こらない様

子である」、「学校に行くのを嫌がる」、「兄

弟やペットをいじめたり、友達とうまく遊べ

ない」、「口数が少なくなった」、「友達と

喧嘩が多くなった」は、被災 3 年後の心理的

苦痛との関連が示唆された。大規模災害後に

はこれらの要因をもつ小児への支援が必要で

あると考えられた。 

microRNA の分析では、大槌地区の対象者

を用いて血清 miRNA 値と腎機能との関連を

調査した結果、男性では、血清 miR-126、

miR-197、miR-223 の高値群では CKD のオッ

ズ比が有意に低く、各 miR 高値が腎機能低下

と関連することが示唆された。さらに、大槌

地区約約 500 名の血清 miRNA の測定が終了

した。 

岩手県における脳卒中罹患率について、最

近 10 年間の脳血管疾患罹患率の推移から、今



 

16 

後の脳卒中罹患者数は減少していくことが予

想されたが、高齢者の罹患数は増加が予想さ

れた。若年者に対する脳卒中予防の指導や対

策と、増加する高齢者脳卒中罹患者に対する

介護と社会の対応が必要である。 

災害公営住宅の訪問調査の結果からは、災

害公営住宅入居者の今後の支援方法として、

①災害公営住宅入居者同士の「ドアノッキン

グ」活動の展開、②行政・民間の見守り活動

の徹底、発災当時行われていた活動の再開、

③つながり活動の展開等により、特に「終の

住処」として考えていることから、継続的な

支援を行う必要が示唆された。また、マンシ

ョンタイプは「鉄の扉が、津波の波のように

怖い」と話した高齢者がいたことから、入居

者への配慮は重要と考えられた。 
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